
















































































































































































































































































ﾋ存度 近代化資金 農協プロパー 商系ローン その他








昭　和　46　年 47 48 49
? ???，???
2，640，000 2，620，000 2，724，000
麦　　類 329，700 234，800 154，800 160，200
かんしょ 107，000 91，700 73，600 67，500
春植えばれいしょ 147，800 144，800 140，500 131，500
雑　　穀 33，600 35，000 36，100 31，000
豆　　類 336，㎜ 316，300 294，000 285，300
野　　菜 689，400 676，100 651，700 641，600
果　　樹 422，200 427，700 431，000 435，400
工芸作物 246，600 242，400 238，000 239，200










労働時間 トラクター 田　植　機 刈　取　機
昭和30年 190．4 一 一
35 172．9 514 一 『
40 141．0 2，156 一 一
45 117．8 3，448 32
??????
47 99．0 3，536 164 807
48 927 3，603 284 1，010
49 87．1
　　　　　　　備考　農林省「米生産費調査」による。
稼ぎに出るという，一般的な兼業農家のパターンが定着して来た。
　しかしその結果家畜が農家から姿を消し，厩肥が生産されなくなり，藁が不要になったため田
面で焼くか，最近は切りきざんで撒きちらすかしてしまう。切って撒くのはまだしも，それ以外
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は土壌に有機質を補給する道を絶つことになり，化学肥料，農薬の多用は，土壌の悪化に拍車を
かける。このことが「有機農業」論をクローズ・アップさせたが，それはともかくとして，繰
返すが，畜産部門，裏作（冬作），疏菜作等が通常の農家の経営内部から消えて行ってしまった。
いいかえれば小農的多角経営は，高度経済成長の過程で崩壊し，稲作とそれに少数の作目の，そ
れぞれ単一一経営に移行して行ったのである。
　しかるに経済の高度成長が止み，低成長時代に入ると，出稼ぎ，兼業機会に恵まれなくなり，
ほとんど固定して来ていた稲作・出稼ぎといったパターンが崩れ始めた。これが崩れると機械，
農薬，化学肥料等の費用負担が重圧となって経営を圧迫するから，どうしても経営内部にもう一度
就業機会を作らなければならなくなる。それに加えて国際的な食糧事情の悪化から，食糧自給論
が台頭して来た。それが農業見直し論として展開されるようになって来ると，さらに複合経営論
　　　　　4）に結びつき，　多角経営の再認識がいわれ始めたのである。
　何れにしてもこうして，今日複合経営に関する論議が行われているが，その直接の契機につい
てみると，やはり何らか，条件の変化に対応して経営内部の構成を変えようという，単純な発想
に基づく議論のように思われてならない。そうである限り戦前の多角経営と同じ発想で，未だ「適
応の農学」の域を脱していない。
貝原鞭はT．ブ］Jンクマン5？H．C．テイラrC．Lホ、レムス6）などを引用し，融
内部の部門間の関係について考究された。そして複合経営の内部構造を明らかにすることにより，
農業経営は本来複合的であることを説いておられる『）その限りで論旨は明快，説明は懇切であ
る。ただし，教授の場合「複合経営論」の現代的意義が必ずしも明らかにされていないので，その
点に関して別の機会を待ちたいものである。
　　　　　　　　　　　　　8）　同じ特集号に金沢教授の論文がある。先にアーレボーの農業経営理論は，規模論一彼の場合は
家族的小農経営をよしとした一と集約度論とがからみ合っているとしたが，教授の場合もやはり，
規模論と集約度論を関わらせて複合経営論を展開しておられる。その意味ではアーレボーが下敷
きにされているかのようである。
　もっとも教授の場合は，複合経営を規模拡大の線上で捉えようとしており，したがってアーレ
ボーのような，小農的家族経営は論議の対象外におかれる。同時にまた，現代の小農的複合経営
論には批判的である。教授によれば，規模拡大はビジネスサイズ拡大の基本的手段であるから，
それを悪とするのは誤りであり，必要なことは，規模拡大に伴って拡大された固定的装備を，適
正に操業するよう工夫と努力をすることである，としている。
　それはその通りであるが，規模拡大に伴って拡大される固定的装備を適正に操業するといわれ
る，その適正にとはどういうことを意味するのか。これについて若干の検討が必要である。ここ
でいう規模拡大の内容は必ずしも明確ではないが，文意より判断して可及的大規模に拡大するの
をよしとしておられるようなので，そのように理解して，それに見合う固定的装備を考えると，
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かなり大がかりのものになる筈である。しかしその場合工業のように機械体系を作りあげ，必要
なら1日中，あるいは年間連続稼動させる，という訳には行かない。
　もちろん農業機械でも，効率的に使うのとそうでないのとでは，収益計算の上で差が出て来る。
当然のことであるが，その効率的な使用にも限界があり，最も多目的に使用できるトラクターで
も，工業機械のように年間フル操業などいう事態は，まず起り得ることではない。したがって操
業を適正にするよう工夫と努力が必要であるとする，その趣旨はもっともながら，農業経営にお
いてはそこのところが一番難しく，まず大概の場合いくら努力と工夫をかさねても適正を欠く，
ということになりかねない。
　それはともかくとして，教授の複合経営論は，前述のように規模の変化ではなく，明らかに拡
大の路線上にある。その限りでは，経営のおかれている基本的条件の変更という，積極性を含ん
でいるようであるが，規模拡大を悪とするのは不可としながら，それを善とする理由を必ずしも
明確にしてはおられない。したがって形成の農学を望みながら，未だ「適応の農学1の範囲にと
どまるもののようである。
　　　　　　　9）　飯沼教授の所論は，極めてユニークである。教授は今日の農民精神の荒廃は，農業近代化論と
国際分業論に基因するとみられる。すなわち両論が経営の大規模化，単作化，機械化をまねき，
その一方で減反政策をとらしめたからであると。教授によれば我国では土地の生産性が高いから
労働集約的農業がよく，土地や資材，労働を十分に利用するには複合経営がよろしい。すなわち
小農的家族複合経営が日本に適しているとの主張であるが，この点で金沢教授と真向から対立し
ているようである。しかもなおアーレボー的で，この限りでは「適応の農学」に属するといえよう。
　ただし教授は，小農的家族複合経営に戻る必要があるなら，それを妨げている社会経済的条件
を変えればならないとする。そのための資金として国家，地方公共団体，農協の融資があるが，
それを小農的家族複合経営を実現するように仕向ける必要がある。さらに流通に問題があるから，
中間段階で行なう規格化などを止めさせ，農協の産直を実現すべきである。融資の問題は，政府
や県にまかせていたのでは望みなしで，小農的家族複合経営を実現するためには，町村や農協が
政府や県から来る金を，地元の要求にこたえるよう主体的に読み替え，地元の意志通り使うよう
にしなければならないとしている。
　さらに教授は，農民の間に実際に行なわれている例をあげ，共同複合経営を推奨する。個別の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　ノ　　ノ小農的家族複合経営が「その複合経営としてのうまみを発揮するためには，いくつか異った種類
の複合経営が，その経済的な独立性を保持したままで，相互に結び合うことである」として，共
同化をよりよいものとみている。
　　　　　　　　　　　　10）　しかし農林省官吏の私見　として出されている「地域複合営農」論は，危険な考えであるとし
て否定的である。これは「単一部門経営化した農家群を，集合体として再編成し，個別経営のう
ちで失われた部門間の補充・補合関係を，経営間の協力関係により再現し，地域全体（その範囲
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は条件によって異る）として，複合経営のメリットを発揮しうるような，新しい農業生産のシス
テム」であるが，教授がこれに否定的であるのは，農林省が自ら単作経営化を進めながら，その
政策の失敗の責任をとろうともせず，今さら個別経営の家族的複合化は不可能と勝手にきめ，個
別経営は単作のまま，地域複合営農の提唱という形に，問題をスリ替えようとしているからとい
うことらしい。
　教授のいう国家，公共資本の地元の主体的読みかえや，小農的家族複合経営の共同化などの提
案は，社会経済的条件の克服という意味で「制御の農学」に，共同化という点では新しい条件の
設定になり，「形成の農学」に属するというべきであろうか。しかし小農的家族複合経営をよしと
する根拠が，教授一流の風土論にあるようで，必ずしも全面的に納得できるだけの説明が与えら
れているとは思えない。
　以上の複合経営論を整理してみると，（1｝小農的家族複合経営論，②規模拡大を前提とする複合
経営論，（3｝小農的家族複合経営の共同化論，（4個別単作経営の結合による地域複合経営論の四つ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）になる。このほかに京都方式と呼ばれる㈲総合産地複合経営論　がある。
　（5）の京都方式と呼ばれるものは，京都府農業会議が公表した「ふるさとを築く革新自治体の農
政」によるもので，「京都の地域農業を，農家と地域の条件に応じて，農民の自主性を基礎に全
面的・総合的に発展させ，良質・安全な食糧を地域住民に安定的に供給しうる総合産地化として
展望。またその担い手は，今日の新たな事態の下で，農民的な生産力を追求する専従的な経営の
確立をめざし，その経営形態として，　“新しい複合経営、を，組織としては個別経営の補完機能
を担当する“自主的な生産組合、を重視し，その育成を政策課題とする」ものである。
　この方式の特徴は生産組合で，特に自主的と断っているが，これだけではそれがどの程度意味
をもつのか分らない。重要なことは生産組合を作ることと，「新しい」複合経営を追求すること
であろう。何が新しいのか論文の示す限りではよく分らないが，大方それは次のような内容のも
のらしい。稲作労働時間が短縮して「米プラスα」から「Ctプラス米」になって来ているし，そ
そうさせなければならなくなって来た。機械化中心のいびつな生産力の発展と地力問題や公害問
題に主体的に対応しなければならない。農基法農政の反動とみられる，個別家族経営の枠内で経
営と自然循環の自己完結を求める，　「複合経営」絶対化論と区別をして行かなければならない。
そこで単一経営であろうと複合経営であろうと，あるいは兼業農家であろうとかまわない，自主
的な協同化をすすめるため生産組合をつくる。機械，施設の協同利用をやる。このような農業の
担い手によって営まれる地域農業は，単一産地化ではなく，複数の作目の有機的結合による「総
合産地化」することにより実現される。以上である。
　いずれにしてもこの方式は，（3）と（4）を混合した中へ生産組合を入れ，そして生産組合間の協同
をはかろうとするもので，これと地域の行政，経済，生活などが結合すれば，合作社類似の組織
ができ上るのではないか。それはともかくとして，これもまた新しい組織イヒの一形態であり，そ
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の限りでは「形成の農学」的思考を行なっていることになる。
｛1）農林省「農山漁村経済更生計画樹立方針」昭和7年。
｛2）拙著「日本農業協同組合論」昭和39年，103ページ以下。
（3）前掲拙著，233ページ以下。
（4｝飯沼二郎「いかにして日本農業を回復するか」「農業と経済s前掲号，20ページ。
｛5）T．Brinkmann（1877」－1951）はその著tt　Das　Oekonomik　des　landwirtschaftlichen　Betriebes”，
　1922（G．D．　S　．　VII）でアーレボーの業績をより精緻にし，かつアーレボーがミクロの経営を取りあげた
　のに対し，国民経済的見地に立って異った経営をどのように立地配置させるかを考えた。
｛6）　H．C．Taylor“Outlines　of　Agricultural　Economics”（1925），C．　L．Holmes鯉Economics　of
　Farm　Organization　and　Management”（1927）．
（7）貝原，前掲論文参照のこと。
（8｝金沢，前掲論文参照のこと。
｛9）飯沼，前掲論文参照のこと。
ao｝吉村正機「私の複合経営論」「技術と普及」臨時増刊「新しい複合経営への道」1975年。
｛11｝渡辺信夫「「新しい複合経営」と自主的な生産組合で専従経営化と総合産地化をu　「農業と経済」前掲
　号，29ページ以下。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔IV〕
　以上最近の「複合経営」に関する所論を概略検討してみたが，必ずしも充分に「形成の農学」
として論議がつくされているとは思えない。形成とは未来形成であり，したがってそこには，未
来への展望がはっきりと示されていなければならないのである。金沢教授の規模拡大は未来にど
う連るのであろうか。飯沼教授の小農的家族複合経営の共同化は，果して個別経営の複合形態を
何時まで推持させるであろうか。吉村氏の単作経営農家の集合体による地域複合営農構想は，モ
ザイク模様のように鮮明であるが，計画性が強まるにつれて個別農家の経営の固定化が起るので
はないか。京都方式は極めて緻密な計画経済を必要とするが，それが現実に伴い得るものなのか
等々，まだまだ多くの問題を残しているように思う。
　それにもかかわらず，とにかく新しい農学の段階に適する経営論が芽生えて来たことだけは事実
である。これを十全ならしめるためには，自然的環境を克服する側面を複合経営論の中に組み込
まなければならない。部分的には公害問題一畜産公害への対応が説かれてはいるが，自然的環境
を克服するということは，もっと壮大な，新しい自然を作出することに連るものなのである。
　平地，都市近郊では，いや応なしに農業が圧迫されて行くことであろう。既に我国の農地制度
は，政策的に農地を確保することを難しくしている。虫喰い状態に荒らされた農村部で，兼業化
の進んだ農家を，いかようにして組織化し，その中で複合経営を実現させて行こうというのか。
いや，いかなるところであろうといかなる規模であろうと，農業以外に生活の道がなければ，何
人に教えられなくても農家は，自ら複合経営を営むこと必定である。何故かといえば，農業とは
そうしたものであるからである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　iそれであるから，真の意味で「形成的」な「複合経営論」は，新しい大規模な農地の造成，そ
れもTVAや愛知用水等によって示された，総合的な新しい自然の作出に基く，新しい組織をも
ち，新しい生産技術システムを備えた，複合経営を構想するところに，真の姿を見出し得るので
はないか。新しい自然の作出を根底に置かない「複合経営論」は，たとえ「形成の農学」的思考
を行なっていても，現実には「適応の農学」に倭小化されて行く可能性が大きい。
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